
総合的なＴＰＰ関連政策大綱
 世界のGDPの約４割（3,100兆円）という、かつてない規模の経済圏をカバーした経済連携。人口８億人という巨大市場が創出される。TPPはアベノミクスの

「成長戦略の切り札」となるもの。

 本政策大綱は、ＴＰＰの効果を真に我が国の経済再生、地方創生に直結させるために必要な政策、及びＴＰＰの影響に関する国民の不安を払拭する政策の
目標を明らかにするもの。

 本大綱に掲げた主要施策については、既存施策を含め不断の点検・見直しを行う。また、農林水産業の成長産業化を一層進めるために必要な戦略、さらに、
我が国産業の海外展開・事業拡大や生産性向上を一層進めるために必要となる政策については、２８年秋を目途に政策の具体的内容を詰める。

 本大綱と併せ、ＴＰＰについて国民に対する正確かつ丁寧な説明・情報発信に努め、ＴＰＰの影響に関する国民の不安・懸念を払拭することに万全を期す。

＜ＴPPの活用促進＞

1 丁寧な情報提供及び相談体制の整備

○ＴＰＰの普及、啓発
○中堅・中小企業等のための相談窓口の整備

2 新たな市場開拓、グローバル・バリューチェーン
構築支援

○中堅・中小企業等の新市場開拓のための総合的
支援体制の抜本的強化（「新輸出大国」コンソー
シアム）
○コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進
○農林水産物・食品輸出の戦略的推進
○インフラシステムの輸出促進
○海外展開先のビジネス環境整備

新輸出大国 グローバル・ハブ（貿易・投資の国際中核拠点） 農政新時代

＜食の安全、知的財産＞

＜TPPを通じた「強い経済」の実現＞

1 TPPによる貿易・投資の拡大を国内の経済再生
に直結させる方策

○イノベーション、企業間・産業間連携による生産性
向上促進
○対内投資活性化の促進

2 地域の「稼ぐ力」強化

○地域の関する情報発信
○地域リソースの結集・ブランド化

＜農林水産業＞

1 攻めの農林水産業への転換（体質強化対策）

○次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成
○国際競争力のある産地イノベーションの促進
○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進
○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要
フロンティアの開拓
○合板・製材の国際競争力の強化
○持続可能な収益性の高い操業体制への転換
○消費者との連携強化、規制改革・税制改正

２ 経営安定・安定供給のための備え（重要５品
目関連）

○米（政府備蓄米の運営見直し）
○麦（経営所得安定対策の着実な実施）
○牛肉・豚肉、乳製品（畜産・酪農の経営安定
充実）
○甘味資源作物(加糖調製品を調整金の対象)

○輸入食品監視指導体制強化、原料原産地表示
○特許、商標、著作権関係について必要な措置
○著作物等の利用円滑化等


